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第50期連結業績 売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

17,683 1,834 1,967 1,304
（前期比18.7％増） （前期比14.6％増） （前期比36.3％増）

（2017年3月期）

（単位：百万円） （前期比3.4％増）

1

株主の皆様におかれましては、平素より当社グ
ループに格別のご理解とご支援を賜り、誠にあり
がとうございます。

おかげさまで当社は2017年5月、創立50周年
を迎えることができました。これまで支えてくだ
さった株主はじめ多くの皆様に、改めて御礼申し
上げます。

さて、当社グループ2016年度（第50期）の連
結決算概況をご報告させていただきます。

昨今の世界経済は、欧州の政治情勢への懸念や
米国新政権の発足、北朝鮮情勢の不安定化など、
先行きへの不透明感が続いています。国内におい
ては、人口減少に伴う人材不足が問題となってい
ます。個別企業にとっては、投資への判断が困難
を増すことになり、企業経営において厳しい局面
を迎えていると言えるでしょう。

こうしたなかで、企業のIT投資への姿勢は、従
来の「守り」から「攻め」へと転換を見せていま
す。当社グループとしては、お客様のニーズの一

株主の皆様へ
歩先にも対応できるサービスやソリューションの
開発・提供を進めています。

具体的には、2016年4月に事業部門を再編する
とともに、10月に先端技術研究室を設置しました。
さらに、既存事業の効率を見直し、生産性を向上
させるとともに、お客様の満足度を高めるための
取組みを続けています。

これらの結果、売上高17,683百万円（前期比
3.4%増）と過去最高となりました。さらに、営業
利益1,834百万円（同18.7%増）、経常利益1,967
百万円（同14.6%増）、親会社株主に帰属する当期
純利益1,304百万円（同36.3%増）となり、5期
連続しての増収増益を達成し、売上・利益ともに
過去最高の決算となりました。

株主の皆様におかれましては、なお一層のご理
解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

2017年6月

代表取締役社長　小森　俊太郎
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Q：2016年度の業績は
いかがでしたか。

当社グループとして、5期連続の増収増益を達
成できました。従来ソフトウェア開発を担ってい
た2つの事業部をエンベデッドソリューション事
業部、ICTイノベーション事業部、フィナンシャ
ルシステム事業部の3つに再編したことも好業績
に寄与したと考えています。事業の細分化によっ
て、よりきめ細かなお客様対応が可能になり、満
足度の向上につながったと思います。

セグメント別では、エンベデッドソリューショ
ン事業においては、カーエレクトロニクス分野が
好調だったものの、メディカルシステムなどが振
るわなかった結果、減収減益となりました。一方、

その他のセグメントでは、主要顧客からの受注が
安定して推移したこと、生産性を改善したことな
どから、増収増益を果たしています。特に、ICT
イノベーション事業では、企業システム、社会イ
ンフラの受注が好調でした。さらに、ネットワー
クソリューション事業、データエントリーや派遣
事業を行っているその他事業では、生産性の改善
が収益拡大に貢献しています。

Q：新設の先端技術研究室の狙いや
手応えについてお聞かせください。

従来のIT投資は、業務効率化やコスト削減などを
目的とした、いわば「守り」の投資でした。ところ
が近年、IT技術の発達に伴い顧客満足の向上やより

高度なサービス提供をめざす「攻め」のIT投資への
志向が高まっています。そして、攻めのIT投資に不
可欠なのが、人工知能（AI）の技術です。そこで先
端技術研究室では、自然言語解析をメインテーマに
研究を進め、概念実証として当社グループの新卒採
用活動向けに「就活支援Bot」を開発して学習モデ
ルの性能向上に取り組んでいます。また、お客様の
研究開発プロジェクトを支援するなど事業面でも
徐々にAI分野へ進出しています。

AIは、すでにカーエレクトロニクス関連業界など
で実用への具体的な動きが見られますが、各業界で
技術を磨きながら活用を模索している段階と言えま
す。当社グループとしても、こうした動きをいち早
く捉え、研究を進めていく考えです。

私たちは、次の50 年に向け、
さらなる進化を続けてまいります。



第51期連結業績予想 売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

（2018年3月期）

（単位：百万円）

18,000 1,620 1,720 1,190
（前期比11.7％減） （前期比12.6％減） （前期比8.8％減）（前期比1.8％増）
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Q：創立50周年を迎えての
所感をお聞かせください。

お客様、株主、お取引先など関係者の皆様が長年
にわたって当社グループを支えてくださったことに
感謝申し上げます。また、環境変化の荒波をともに
乗り越えてきた社員を誇りに思うことも、この場で
お伝えしておきたいところです。今後もステークホ
ルダーの皆様と、よりよい関係を築いていけるよう、
引き続き努力してまいります。

Q：新たな中期経営計画について
お教えください。

当社グループでは2016年度、新たにビジョン
を制定しました。このビジョンを達成するための
具体策が、2017年度にスタートする中期経営計
画です。社員が一体となって達成にまい進してい
くため、プロジェクトチームを立ち上げ、半年間

をかけて策定したものです。
これまで当社グループでは、お客様のニーズに

応えることを最優先に、事業を推進してきました。
技術の進歩は著しく、変化のスピードは増してい
ます。先進の技術を経営にどう取り入れていくの
か、お客様ご自身も試行錯誤しなければならず、
しかも経営判断にはスピードも求められます。そ
こで、お客様の新たなニーズを先取りする戦略的
なソリューションを提供できること、つまり「期
待に応えるのはもとより、期待を越えること」が、
中期経営計画の目標の一つです。

そのためには、質の転換が重要で、創立50周年
はマインドを変えていく好機でもあります。一足飛
びに実現できるものではありませんが、まずはお客
様のニーズの変化に合わせて社内リソースの一部を
新戦略の布陣に組み替える等先行投資を実施します。
また、既存ビジネスの顧客ニーズを深掘りするとと
もに、さらなる関係強化を図り、定量的なバランス
をとりながら安定的な成長をめざしてまいります。

Q：今後の展望をお聞かせください。

IT投資は引き続き緩やかな増加傾向にあります
が、一方で景気の不透明感を背景に、厳選されて
いくことも予想されます。当社グループとしては、
ニーズの転換に対応し、既存の事業で利益を確保
しつつ、新規取組みも拡大していきます。

そのためには、人材育成も大きな課題です。対
応するための施策の一つとして新卒人材育成計画
を強化し、2年間でIT技術のプロフェッショナル
に認定する制度をスタートさせました。専門職志
向の人材が成長できる場であるとの認知を獲得し、
優秀な人材を確保するとともに、着実な成長をめ
ざします。

また、当期末は普通配当を3円増額し53円とし、
さらに創立50周年記念配当として5円を加え、1株
当たり配当を58円とすることといたしました。今
後も企業価値を高めることにより、株主の皆様の
ご期待に沿えるよう努力してまいります。
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中期経営計画
当社グループは、2020年3月期を最終年度とする3か年の中期経営計画「Smile 2020」を策定いたしました。

「Smile」には、この計画によってすべてのステークホルダーが笑顔になるという思いが込められています。
事業の今後の方向性として、6つの戦略を設定し、重点強化を図ってまいります。

(＊)CASE：コネクティビティ(接続性)の｢C｣、オートノマス(自動運転)の｢A｣、シェアード(共有)の｢S｣、エレクトリック(電動化)の｢E｣

2020年3月期
目標

クラウド、AI、IoTをベーステクノロジとして、
6つの戦略に注力していきます

売上高 20,000 百万円

営業利益 2,000 百万円

営業利益率 10.0 %
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年間を通して、「創立50周年イベント」と称して各種イベントを実施し
ます。

4月に第一弾としてスポーツ大会を実施し、社員一同、改めて企業理念を共有し、

これからも社会とともに成長していく思いを新たにしました。今後は以下のイベ

ント開催を予定しています。

NIDグループ創立50周年記念特集

■ 創立50周年記念ロゴマークを作製

私たちNIDグループは、2017年5月、創立50周年を迎えました。これも株主の皆様をはじめとする関係各位のご支援の賜物であり、心から感謝申し上げます。

■ 創立50周年記念イベント一覧
50周年を迎えるにあたり、周年記念ロゴを作製いたしました。このロ
ゴには『50周年を深く理解し明日の一歩につながるように50を強調、
文字のみでシンプルに構成、記念行事の旗印にふさわしいロゴマーク
に。色は生き生きとしたルビーの赤でエネルギッシュにコーポレート
メッセージである「できるわけある」の輪を広げたい。』という思いが
込められています。

ピンバッジ あぶら取り紙 金太郎飴

<記念グッズ＞
記念ロゴを使用したグッズを作製し、社内外へ発信していきます。

スポーツ大会にて

記念式典

シンポジウム

ファミリーイベント等
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※2000年度（第34期）より連結表示しております。

69年9月（株）コンピュータ・
マーケティング設立
(略称CMC)

72年12月（株）CMCと合併
（株）日本情報開発に社名変更

67年5月（株）京葉
計算センター設立

87年ブラックマンデー

85年9月子会社設立
（株）エヌアイディ・インフォメ
イションシステムズ
　  （現：（株）NID・MI）

（株）東北エヌアイディ
　  （現：（株）NID東北）

07年iPhone発売

11年東日本大震災

08年リーマンショック

00年3月ISO9001取得

03年1月JASDAQ上場

12年8月本社を
晴海へ移転

77年4月子会社設立
（株）インフォーメイション・エントリー
　  （現：（株）NID・IE）

89年消費税導入

94年10月（株）エヌアイデイ
に社名変更

95年ウィンドウズ95発売

95年阪神・淡路大震災

10年1月
ISO27001
認証取得

04年3月ISO14001
認証取得

当社は1967年に独立系の情報サービス企業として創業、今年で50周年を迎えることができました。
今後も、皆様との信頼関係をベースに成長を続けてまいります。

お客様のニーズ、社会のニーズに、お応えし続け50年

当社の歴史
16年11月J-stock銘柄に選定

データエントリー業務風景
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売上高

3,700 百万円（前期比17.5%増）

営業利益

   331 百万円（前期比36.6%増）

当事業では、企業システム、社会インフラ等の分野
の売上が増加しました。
また、前期発生した不採算案件の収束により利益
が改善しました。

ICTイノベーション事業

売上高

2,990 百万円（前期比7.7%減）

営業利益

   279 百万円（前期比26.0%減）

当事業では、メディカルシステム、社会インフラ、
FA・装置制御等の分野の売上・利益が減少しました。

エンベデッドソリューション事業

セグメント別情報

売上高

4,274 百万円（前期比0.4%増）

営業利益

   662 百万円（前期比11.3%増）

当事業では、クレジット・証券等の分野の売上が増
加しました。

フィナンシャルシステム事業
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売上高

1,612 百万円（前期比4.5%増）

営業利益

     86 百万円
（前期は6百万円
 の営業損失）

その他には、データソリューション事業、プロダク
ト事業、人材派遣事業を分類しておりますが、
それぞれの事業で安定した売上を確保しました。

その他

売上高

5,105 百万円（前期比4.0%増）

営業利益

   463 百万円（前期比22.9%増）

当事業では、運輸、官公庁・団体等の分野の売上が
増加しました。

ネットワークソリューション事業
TOPICS

2016年度より、複雑化/多様化するITの進化や市場
の変化に対して、従来以上に機動的かつ効率的に対
応するために、事業分野をエンベデッドソリュー
ション事業、ICTイノベーション事業、フィナンシャ
ルシステム事業、ネットワークソリューション事業
に再編しました。それに伴い、セグメント区分を変更
しております。

【旧セグメント】 【新セグメント】
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売上高 17,683百万円

1,304百万円
親会社株主に帰属する
当期純利益

総資産 15,569百万円

財務ハイライト（連結）

営業利益 1,834百万円

経常利益 1,967百万円 自己資本比率 65.9% 純資産 10,253百万円

1株当たり配当／配当性向 58円 16.8%

◇売上・利益ともに過去最高を更新しました。
売上面ではICTイノベーション事業の売上が好調に推移したこと等により、増収とな

りました。利益面では、売上増に加え、ICTイノベーション事業の採算性が大きく改善し
たことにより、大幅な増益を達成し、売上・利益ともに過去最高を更新しました。

◇創立50周年記念配当を実施し、３期連続の増配となりました。
当社は5月に創立50周年を迎えました。これもひとえに株主の皆様の温かいご支援の

賜物と心より感謝申し上げます。当期末は普通配当を3円増額し53円とし、さらに創立
50周年記念配当として5円を加え、１株当たり配当を58円とすることといたしました。
引き続き株主の皆様へは安定配当を継続してまいります。
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連結貸借対照表（要約） （単位：千円）

科　　目 前  期
（2016年3月31日現在）

当  期
（2017年3月31日現在）

資産の部

流動資産 10,268,478 11,384,757 

固定資産 3,857,805 4,184,394 

　有形固定資産 263,040 275,130 

　無形固定資産 117,291 119,793 

　投資その他の資産 3,477,473 3,789,470 

資産合計 14,126,283 15,569,152 

負債の部

流動負債 2,327,851 2,431,155 

固定負債 2,756,056 2,884,319 

負債合計 5,083,908 5,315,474 

純資産の部

株主資本 8,677,116 9,828,401 

　資本金 653,352 653,352 

　資本剰余金 488,675 488,675 

　利益剰余金 8,761,870 9,913,319 

　自己株式 △ 1,226,780 △ 1,226,945

その他の包括利益累計額 365,258 425,276 

純資産合計 9,042,375 10,253,678 

負債純資産合計 14,126,283 15,569,152 

連結損益計算書（要約） （単位：千円）

科　　目
前  期

自　2015年4月 1 日（至　2016年3月31日）
当  期

自　2016年4月 1 日（至　2017年3月31日）
売上高 17,102,693 17,683,440 

売上原価 13,699,060 13,968,075 

売上総利益 3,403,632 3,715,364 

販売費及び一般管理費 1,858,995 1,881,209 

営業利益 1,544,636 1,834,154 

営業外収益 184,072 143,838 

営業外費用 11,156 10,142 

経常利益 1,717,552 1,967,850 

特別利益 42,093 1,178 

特別損失 147,722 29,485 

税金等調整前当期純利益 1,611,924 1,939,543 

法人税、住民税及び事業税 615,332 665,883 

法人税等調整額 39,525 △ 31,255

当期純利益 957,065 1,304,915 

親会社株主に帰属する当期純利益 957,065 1,304,915 

連結キャッシュ・フロー計算書（要約） （単位：千円）

科　　目
前  期

自　2015年4月 1 日（至　2016年3月31日）
当  期

自　2016年4月 1 日（至　2017年3月31日）
営業活動によるキャッシュ・フロー 559,812 1,184,250

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 173,642 △ 318,159

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 185,141 △ 197,976

現金及び現金同等物の増減額 201,028 668,114

現金及び現金同等物の期首残高 6,273,144 6,474,172

現金及び現金同等物の期末残高 6,474,172 7,142,287

会社概要（2017年3月31日現在）

株式会社エヌアイデイ
（Nippon Information Development Co., Ltd.）
〒104-6029
東京都中央区晴海 1-8-10
晴海アイランドトリトンスクエア X棟 29階
TEL：03-6221-6811（代）
FAX：03-6221-6812
1967年5月
6億5,335万円

社 名
英 社 名
所 在 地

（ 本 社 ）

設 立
資 本 金

単体955名　連結1,396名
・エンベデッドソリューション事業
・ICTイノベーション事業
・フィナンシャルシステム事業
・ネットワークソリューション事業
・その他事業

（株）NID・MI
（株）NID 東北
（株）NID・IE
三菱東京UFJ銀行
みずほ銀行
千葉銀行
りそな銀行
三井住友銀行
三菱UFJ信託銀行
佐原信用金庫

※1.濱田氏は社外取締役であります。
※2.千年氏及び松山氏は社外監査役であります。

社 員 数
事 業 内 容

グループ会社

主要取引銀行

取締役最高顧問
取 締 役 会 長
代表取締役社長
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役

小 森 孝 一
鈴 木 清 司
小　 森　俊太郎
馬 場 常 雄
北　　 雅 昭
盛 満 敏 昭
石 井　　 廣
加 藤 政 次 
小 菅　　 宏 
濱 田　　 清
鈴 衛 哲 雄
千 年 雅 行
松 山　　 元

※1

※2

※2

役 員
（2017年6月27日現在）

連結財務諸表



金融商品取引業者

外国法人等

金融機関

…0.72％

……13.37％

個人・その他 ……71.10%

………0.83％

………4.10％

その他の法人 …9.88％

所有者別株式分布状況

自己株式

4月1日〜翌年3月31日事業年度

3月31日期末配当金受領株主
確定日

毎年6月定時株主総会

株　主　メ　モ

三菱UFJ信託銀行株式会社
株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）

同連絡先

東京証券取引所　JASDAQ市場上場証券取引所
電子公告により行う
公告掲載URL
http://www.nid.co.jp

（ただし、電子公告によることができない事故、その
他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新
聞に公告いたします。）

公告の方法

株式の状況（2017年3月31日現在）

（1）発行可能株式総数
（2）発行済株式の総数
（3）株主数
（4）大株主

17,479,320株
4,369,830株

875名

株　主　名 持株数（株） 持株比率（％）

小森　俊太郎 632,460 16.71 

小森　孝一 549,282 14.51 

エヌアイデイ従業員持株会 363,596 9.61 

株式会社クリエートトニーワン 233,700 6.17 

小澤　忍 150,032 3.96 

鈴木　清司 106,992 2.83 

一般財団法人小森文化財団 100,000 2.64 

株式会社光通信 87,500 2.31 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 77,700 2.05 

馬場　常雄 74,650 1.97 

（注）1. 当社は、自己株式を584,461株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
3. 持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

【商標について】記載されている製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。
〒104-6029　東京都中央区晴海 1-8-10
晴海アイランドトリトンスクエア X棟 29階
TEL：03-6221-6811（代）　FAX：03-6221-6812

（ご注意）
1． 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、

原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承るこ
ととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合
せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱い
できませんのでご注意ください。

2． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきまして
は、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記
特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支
払いいたします。

http://www.nid.co.jp
見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。お手数ではございますが、
アンケートへのご協力をお願いいたします。

下記ＵＲＬにアクセスいただき、
アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。

所要時間は5分程度です。

株主の皆様の声を
お聞かせください

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」

http : //ｗｗｗ.e-kabunushi .com
アクセスコード　2349

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

いいかぶ 検索検索

QRコード読み取り機能のついた携帯電話をお使い
の方は、右のQRコードからもアクセスできます。

携帯電話からもアクセスできます

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。

株主様向け
アンケート

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提供する
「e -株主リサーチ」サービスにより実施いたします。（株式会社 a2mediaに
ついての詳細　http://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料と
してのみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用する
ことはありません。

株式の状況、株主メモ、株主様向けアンケート


